
 

添付対象外国関係会社の名称等に関する明細書 

 

１ この明細書は、居住者が租税特別措置法（以下「措法」といいます。）第40条の４第11項｟居住

者の外国関係会社に係る所得の課税の特例｠の規定の適用を受ける場合に記載します。 

２ 「株式等の保有割合８」は、「②添付対象外国関係会社に係る株式等の保有割合等に関する明細

書（付表１）」の「５」及び「６」の株式等保有割合の合計、同表「７」及び「８」の議決権保有

割合の合計又は同表「９」及び「10」の請求権保有割合の合計のいずれかの割合を記載します。 

ただし、居住者と措法第40条の４第２項第１号に規定する外国関係会社との間に同項第５号に規

定する実質支配関係がある場合には、記載を要しません。 

３ 「添付書類15」に掲げられている書類その他参考となるべき事項を記載した書類を、確定申告書

に添付して提出します。 

  なお、「企業集団等所得課税規定の適用がないものとした場合に計算される法人所得税の額に関

する計算の明細書及びその計算の基礎となる書類」については、令和元年分以降の確定申告書を提

出する場合にのみ、添付が必要となります。 

４ 居住者が措法第40条の７第11項｟特殊関係株主等である居住者に係る特定外国法人の課税対象

金額等の総収入金額算入｠の規定の適用を受ける場合には、この明細書に所要の調整をして記載し

ます。 


